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報道関係各位

情報システム調達研究会

自治体IT投資ベンチマーク評価結果の公表
－　自治体のシステム開発は、単価は安いが満足度が低い　－
情報システム調達研究会は、自治体の情報システム調達の高度化に向けての分析を行うために、平成19年11月から平成20年1月にかけて自治体に対して情報システム調達の実態について調査を実施した。調査は、企業との比較を行うために日本情報システム・ユーザー協会の企業調査と同項目で調査をおこない、9都道府県28システムの投資、管理状況、品質等について比較分析を行った。

システムの単位機能当たりの単価は、5,192円から96,837円と約20倍の大きな差があり、平均27,195円（企業：125,939円（日本情報システム・ユーザー協会2007年調査：以下企業データ出典は同じ））であった。民間企業のシステムに比べて全般的に低い単価で構築がおこなわれていることがわかった。また、システムのトラブル原因となりやすい仕様を明確に記述している自治体が65.0%（企業：62.5%）、システムの品質を表す欠陥率は0.54（企業：0.81）であり、民間と比較しても問題なくシステムの構築がおこなわれている。しかし、システムの満足度は46.4%（企業：65.2%）と、満足度が低いことがわかった。満足度に関して詳細にみると、ベンダの開発マナーに不満を持つ自治体が多く、その原因として開発中のコミュニケーション不足を指摘する自治体が多い。（補足資料１）

結果分析では個々のシステムの分析も実施しており、民間企業でのシステム開発の統計データとの比較を通じて、開発工期配分の改善の可能性など、改善点の指摘も行っている。
本調査は、他自治体との費用や品質の比較を可能にするとともに、システム調達高度化につながっていくと期待されている。本研究会では、昨年度に続き今年度も第二回の調査を実施する予定であり、多くの自治体の参加を呼び掛けて行く予定である。（補足資料２）
情報システム調達研究会（会長：大山永昭（東京工業大学教授））は、自治体の情報システム担当部門が集まり、東京工業大学、東京大学、アビームコンサルティング、フューリッジが事務局を務める任意の研究会である。

研究会ホームページ：http://it-procurement-lab.isl.titech.ac.jp/portal/
結果の詳細など問合せ先：
事務局担当者：東京大学大学院情報学環　石川雄章（特任教授）平本健二（特任研究員）
hiramoto@iii.u-tokyo.ac.jp　　070-6945-1499

補足資料１
参加自治体（50音順）
　茨城県、神奈川県、滋賀県、奈良県、新潟県、和歌山県、他３都道府県

対象システム

　28システム（開発予算500万円以上のシステム）
　2001年から2007年までに開発したもの

調査期間

　2007年11月－2008年1月

システム単価／機能
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価格(万円)／FP


企業平均単価125,939円／ＦＰ

（日本情報システム・ユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査２００７」）
システム仕様の明確度
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システムに対する満足度

[image: image4.emf]満足やや不満不満

[image: image5.emf]機能使いやすさ63.0%53.6%

コスト工期50.0%54.2%64.3%

企業満足度は、日本情報システムユーザ協会「ソフトウェアメトリックス調査

2007」仕様明確度のデータを参照
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企業自治体

プロジェクト全体46.4%

品質・正確性58.3%

開発マナー45.8%


システムの品質
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欠陥率


企業データは、日本情報システム・ユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査２００７」
金額に対する開発工期
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標準工期は、日本情報システム・ユーザー協会「ソフトウェアメトリックス調査２００７」より作成

結果の詳細は研究会事務局ベンチマーク担当までお問い合わせください。

以上
補足資料２
第二回自治体IT投資ベンチマーク調査のご案内

　情報システム調達研究会は、自治体の情報システム投資が効率よく実施されているのかを調査し、今後の調達の高度化を実現するために、第二回自治体IT投資ベンチマーク調査を実施いたします。

　昨年の調査で「自治体職員では記述が困難」「事後調査では記述が困難」という指摘が多数寄せられたことを踏まえ、調査票を年度当初に配り、自治体から開発ベンダに記入を依頼する形式に調査方式を改めました。
　調査に参加する自治体は以下の方法で簡単に調査に参加をすることが可能です。ぜひ調査に参加して、貴庁の情報システム調達の改善につなげていただければ幸いです。

調査の流れ
1 調査票等の調査セットを研究会ホームページからダウンロード

研究会ホームページ：http://it-procurement-lab.isl.titech.ac.jp/portal/
2 開発開始時もしくはすでに開発が始まっているものは開発ベンダに記入を依頼
（または開発ベンダと協力して記入）
3 開発終了時にベンダから提出を受け、満足度などユーザが記入すべき必要事項を記入

4 10月までに開発が完了したものは、11月、12月に行われる一次調査で調査票を提出

5 3月末までに終わったシステムは来年5月の二次調査に提出

（導入後の不具合や満足度を評価するため調査は5月になります）

6 6月末に研究会事務局から報告レポートを受領

（この分析結果を受け各自治体内で分析、改善を実施）

調査参加のメリット

· 納品されたシステムの品質を標準的な指標に基づいて可視化できる。
· 他の自治体と比べた自組織の状況を把握できる。

· ソフトウェア統計データを活用して予算査定やプロジェクト管理が高度化できる。その結果として開発リスクが低減できる

· 統計データを使った分析を行うことで、価格の適正化や低品質の予防など、ベンダと高度な対話が可能になる。

· 品質関連項目の調査を通じて開発途中での異常の発生を把握できる。
· 組織内の管理に対する意識が高まり、これまでのIT管理の高度化や人材育成のするきっかけとなる。

· 中長期的に、ユーザ、ベンダの実力が上がっていく。
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この調査は、日本情報システム・ユーザー協会の協力のもと行っており、情報システム調達研究会及び日本情報システム・ユーザー協会のそれぞれにおいて情報は厳しく管理されております。それぞれの管理ポリシーについては、各団体のホームページもしくは調査案内資料をご覧ください。

結果の詳細、不明な点など問合せ先

　　　　　東京大学情報学環　石川雄章（特任教授）

平本健二（特任研究員）

hiramoto@iii.u-tokyo.ac.jp　　070-6945-1499
情　報　シ　ス　テ　ム　調　達　研　究　会

ＩT procurement Lab.

